	婦人服製造業


婦人服業界は、長らく需要縮小傾向が続いていたが、25年は一部下げ止まりや回復の動きがみられた。ただし、依然としてその水準は高くはなく、26年に入っても、消費増税の駆け込み需要の影響は限定的となる一方で、為替相場の変動などからコストが上昇しており、採算面の悪化が課題となっている。
　また、中国を中心とする海外からの輸入は高いレベルで継続しているが、特に中国は人件費の上昇や労働者確保に苦慮する企業も多く、他国との取引を模索する動きもみられる。
　一方で、ＳＰＡの展開やネット通販、独自の価値訴求等、それぞれの取組で、業績の維持向上を目指している企業もあり、業界の二極化傾向は強まっている。
業界の概要

婦人服製造業界は、自ら商品を企画、生産し、小売店等に卸売するアパレルメーカーと、縫製等の加工のみを請け負う下請製造業に大きく分けられる。一般的に、アパレルメーカーは、自社で商品企画を行ない、生地や裏地、ボタンなどを商社や問屋などから仕入れ、自社工場や外注活用により、裁断－縫製－プレス－検品等の工程を経て生産した製品を、百貨店や量販店、専門店等へ販売していた。しかし、昨今は、製造をすべて外部企業に委託する形で事業を運営している企業が増えてきている。アパレルメーカーにおいても、自社ブランド商品として販売するメーカーと自社企画商品を相手先ブランドとして販売するODMメーカーに大きく分かれている。
　婦人服は、ファッション商品としての性格が強く、流行の変化への対応が求められるため、在庫リスクを伴いやすい。そのためこれまでは、製品流通に多数の企業が介在することで、リスクの分散を図ってきたが、昨今の市場の多様化や成熟化の進展に伴い、大手アパレル企業を中心に、企画から生産・販売までを一貫して行うSPA（Speciality store retailer of Private label Apparel、製造小売業）事業が実施されている。また、小売事業者がオリジナル商品事業に進出したり、下請製造業者が企画機能を保有し、自社企画商品事業に取り組む等の動きも増えており、これまでの製造、卸、小売の業態区分はあいまいになっている。
大阪の特徴

　婦人服は、ターゲットとする顧客層からヤング、キャリア、ミセス、シニア（シルバー）等に区分でき、価格・品質面では普及品から高級品までをボリューム、ボリュームベター、ベター、プレタ等に区分できる。大阪では、婦人服専門店や百貨店を対象としたミセスもので、ボリュームベターやベター等を取り扱う企業が多い。これらの企業は、高度成長期以降の婦人既製服の普及やファッション化の進展による婦人服業界の拡大に伴い発展してきたが、バブル期以降の国内市場の成熟化の進展などから、業界規模は年々縮小している。

　平成24年における大阪の織物製成人女子・少女服製造業は、事業所数で77、従業者数で1,069人、製造品出荷額等で86億円となっており、５年前と比べ、事業所は約６割、従業者数は約６割、製造品出荷額等は約３割程度に縮小しており、全国シェアも低下している（経済産業省『平成24年工業統計表（産業編）』、大阪府統計課『平成24年大阪の工業』）。品目別で都道府県の金額ベースのシェアをみると、大阪府は織物製成人女子・少女オーバー・レインコートが全国４位、ニット製成人女子・少女用セーター・カーディガン・ベスト類は全国２位の地位にある（経済産業省『平成24年工業統計表（品目編）』従業者４人以上）。

売上げは比較的堅調
　婦人服業界の全体的な動向は、市場の低価格志向が依然として強いが、新規開拓などで販売数量を確保したり、一部高付加価値商品の販売を伸ばすなどして、売上げは横ばいを確保する企業が多く、微増程度とする企業もみられた。また、26年は天候に大きく左右されており、２月は降雪で厳しく、気温の上昇が遅れたことから春夏物は立ち上がりが遅れていたが、３月後半の気温の高まり等で動きがみられた。消費増税の影響については、駆け込み需要の影響は、一部高額品やフォーマルなどを中心に動きがあったが、普及品についてはほとんど影響がなかった。また、ファッション衣料については、現在、既に消費者はある程度の衣服を持っているため、リサイクル等消費環境を改善するような取組もみられるが、物流やコスト等の問題もあり、本格的な動きとまでにはなっていない。
商品については、ファストファッションに代表される低価格商品が依然として堅調である一方で、デザインや素材にこだわった高級品にも動きがみられ、市場は二極化の傾向が強まっている。
　販路別にみると、百貨店では、25年、26年は高級品を中心に堅調な動きがみられた。一方で、大阪市内では百貨店の新規出店や改装増床などの動きが続いているが、業界企業への影響はあまり聞かれなかった。
量販店・SC（ショッピングセンター）では、駅ビルやファッションビル等でブランド価値の訴求に成功し、業績が好調な店舗もあるが、基本的には大型専門店などとの競争が継続しており、特に量販店は厳しい状況が続いている。
専門店においては、顧客に新たな価値提供を行っている一部店舗では堅調に推移しているが、全般的には既存顧客の高齢化や店舗の後継者問題などもあり、従来の品揃型専門小売店は事業規模の縮小や店舗の閉鎖が進んでいる。
　また、近年ネット通販について、専業だけでなく、アパレルや卸小売業者の参入も増えており、現状では、まだ主要販路とはなっていないが、売上げ規模は拡大している。スマートフォンやタブレット端末の普及等もあり、特に若年者を中心に一つの流通形態として定着しつつある。
国内生産は二極化
　生産は現状、海外生産が中心になっており、国際問題のリスクやコスト上昇などの課題などはあるものの、国内の生産能力の問題もあり生産を国内に移す動きは限定的で、本格的な回復には時間がかかるとの意見も聞かれた。
そのような環境下にあって、国内への受注内容は、海外では対応が困難な短納期や高い加工技術の必要なものなどが中心で、かつ価格的な要求も厳しいため、それに対応できる企業は限定的となっている。ただし、受注対応できる企業では、コスト対応や量産に向けた設備投資を積極的に行う動きもみられる。

一方で、それらへの対応が困難な企業では、受注の確保に苦慮しており、後継者難などの要因もあって、国内生産業者の減少は続いている。
収益は厳しい
　消費者の購買行動は二極化しており、独自の明確なブランドを訴求している高級品に動きがみられるものの、ファストファッションに代表される低価格品の動きも活発で、基本的には市場のコスト要求は厳しい状態が続いている。一方で、海外の現地労働者の賃金上昇や、為替の変動により輸入製品や素材の価格が大幅に上昇するなど、コスト上昇が進む中で、採算面は一層厳しい状態となっている。
そのため、原価上昇に伴う単価引き上げなどの対応を進めるとともに、輸入国の変更や、製品の加工度を下げるなどコスト低減への動きもみられる。ただし、市場環境の変化が急激に進む中で早急な対応は難しく、採算は厳しいとの意見が多かった。
雇用環境は変わらず厳しい
　市場環境は依然として厳しい状況にある中で、各社とも社内体制の拡大に向けての採用増の動きはあまりみられない。ただし、従来から定期採用を行っている企業はその動きを継続させており、また一部ではパートやアルバイトなどの正社員化などで、優秀な社員の囲い込みなどを行う企業もある。
一方で、業界組合の実施している新入社員研修への参加状況はやや減少しており、各社の採用状況については厳しいのではとの意見も聞かれた。
輸入は中国を中心に高レベル
　婦人服の輸入高を女子用及び乳幼児用衣類の動向からみると、数量では21年、金額では22年以降は一貫して増加している。一方で、最大の輸入相手国である中国の輸入先に占めるシェアは高いレベルを維持しており、24年では、数量81.3％、金額75.6％となっている（財務省貿易統計）。ただし、数量では19年以降、金額でも23年以降そのシェアが低下しており、中国からの輸入に頭打ち感も出てきている。これについては、中国国内の人件費の高騰などによるコスト上昇に加え、現地での多様な雇用機会の増加から繊維産業における労働者確保が困難となってきていること、さらにカントリーリスクなどが主な要因と考えられる。
　そのため、ベトナムやタイ、インドネシア、マレーシア、インド等の新たな生産拠点の開拓を進める動きもみられるが、現地のインフラの整備の遅れや、生地、副資材、周辺加工業者の不足等の問題、さらに地理的要因から納期が長期化するなどの課題もあり、伸びはみられるものの、現在も中国との取引が中心である状態には変わりはない。
今後の見通し

　全体として明確な市場回復とはいえないまでも、一部高額品にも動きが見られるなど市場環境に明るさもみられるが、確実にコストは上昇しており、消費者の低価格志向も根強く、さらに消費増税後の買い控えの可能性もあり、将来についての不透明感が強まっている。
　そのような中で、消費者の志向の多様化もますます進んでおり、トレンドや市場ニーズに適切に対応した新たな商品の開発や、ＷＥＢ活用、異業種コラボレーションなどによる新たな販路開拓など、独自の事業スタイルの構築に向けて、各社は取組を進めている。ただし、全般的には、今後も競争環境は厳しくなるとの意見が多かった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小野　顕弘）
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製造品出荷額等

（百万円）

平成19年 140(4.7) 1,813(3.8) 26,711(9.5)

20年 130(4.7) 1,374(3.2) 17,379(7.1)

21年 109(4.6) 1,146(3.0) 9,917(5.0)

22年 96(4.4) 1,036(2.9) 7,919(4.3)

23年 109(2.4) 1,107(2.8) 9,330(4.3)

24年 77(3.9) 1,069(3.2) 8,642(4.7)

資料：経済産業省『工業統計表（産業編）』、大阪府統計課『大阪の工業』各年版。

（注）１　 4人以上事業所。（　）内は対全国シェアの％。

　　　２　23年数値は「平成24年経済センサス　活動調査結果(製造業)」に基づく。

大阪の織物製成人女子・少女服製造業の推移
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都道府県別順位

（金額）

織物製成人女子・少女用ワンピース・スーツ上衣

228,916(5.3) 1,284(5.6) ７位

織物製成人女子・少女用スカート・ズボン

166,856(1.3) 419(1.4) 13位

織物製成人女子・少女用ブラウス

14,076(4.6) 372(6.0) ６位

織物製成人女子・少女用オーバー・レインコート

14,800(6.0) 153(7.6) ４位

ニット製成人女子・少女用セーター・

カーディガン・ベスト類

423,329(23.5) 7,076(16.4) ２位

資料：経済産業省『工業統計表（品目編）』

（注）１　従業者４人以上の事業所。（　）内は対全国シェアの％。

　　　２　成人女子・少女用ワンピース・スーツ上衣には、ブレザー、ジャンパー等を含む。

　　　３　織物製成人女子・少女用ブラウスの数量単位はダース。

　　　４　ニット製成人女子・少女用セーター・カーディガン・ベスト類の数量単位はデカ。

品目別出荷数量・金額に占める大阪のシェア（平成24年）
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平成20年 47,722 43,733 91.6 645,109 531,741 82.4

21年 49,128 44,500 90.6 573,602 476,680 83.1

22年 49,927 44,555 89.2 574,548 477,698 83.1

23年 51,799 44,978 86.8 624,176 507,174 81.3

24年 52,451 44,211 84.3 643,231 507,037 78.8

25年 53,935 43,853 81.3 767,424 580,268 75.6

資料：財務省貿易統計

女子用及び乳幼児用衣類の輸入高の推移


